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１．永住者の在留資格要件

平成１４年における永住許可件数は約４万２千件であり，１０年前の平成４年における
約４千件と比べ，約１０倍と大幅に増加している。
なお，在留資格「永住者」に係る外国人登録者数は平成１４年末現在約２２万４千人と
なっている。

① 素行が善良であり，
② 独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有する
者であり，かつ，
③ その者の永住が日本国の利益に合すると認められた場合に
永住許可が付与される。 【入管法第２２条第２項】

在留期間等を審査の上，個々の在留状況を総合的に勘案し，
上記要件を満たすか否かについて判断

在留期間の審査

一般原則 ：１０年以上引き続き我が国に在留していること

高度技術者等：社会，経済，文化等の分野における我が国への貢献が認められる者
については引き続き我が国に５年以上在留していること

緩和措置 高度技術者受入れの促進高度技術者受入れの促進
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【永住許可弾力化事業】

一般原則 ：１０年以上引き続き我が国に在留していること

高度技術者等：社会，経済，文化等の分野における我が国への貢献が認められる者について
は引き続き我が国に５年以上在留していること

特区内における貢献者：特区内において特定事業等において我が国への貢献があると認めら
れる者については，引き続き我が国に３年以上在留していること

２．構造改革特別区域制度における実施事業について

緩和措置 高度人材受入れの促進高度人材受入れの促進

緩和措置
特区内における緩和を通じた特区内における緩和を通じた
高度人材受入れの促進高度人材受入れの促進
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３．外国人労働者の受入れ方針

○ 専門的・技術的分野の外国人労働者の受入れについて積極的に行っていくとの基本方針
の下，出入国管理法令の改正等を行い，その推進に努めている。
なお，就労を目的とした在留資格の外国人登録者数は，平成１４年末現在，約１８万人
となっている。
（参考１）
第９次雇用対策基本計画（平成１１年８月１３日閣議決定）
９ 国際化への対応
（４）外国人労働者対策
経済社会のグローバル化に伴い，我が国の企業，研究機関等においては，世界で通用する専門知識，技術等を
有し，異なる教育，文化等を背景とした発想が期待できる専門的，技術的分野の外国人労働者に対するニーズが
一層高まっている。このような状況の中で，我が国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から，専門的，
技術的分野の外国人労働者の受入れをより積極的に推進する。

（参考２）
第２次出入国管理基本計画（平成１２年３月策定）
Ⅲ 出入国管理行政の主要な課題と今後の方針
１ 国際化と社会のニーズに応える外国人受入れの円滑な実現
（１）我が国社会が必要とする外国人労働者の円滑な受入れ
そこで，労働市場を含む社会秩序の維持，公平性の確保ための管理・調整を行いつつ，経済社会のニーズ

を踏まえた出入国管理政策を展開していく必要がある。すなわち，国際ビジネスに従事する者の国際移動の
円滑化など専門的，技術的分野の外国人労働者の受入れに関しては，その推進に関して内外の気運の高まり
が認められる分野を中心として，国内における受入れのための条件及び環境を確保しつつ，受入れの拡大に
ついて積極的に検討していくこととする。

○ 近年においては，外国人ＩＴ技術者の受入れに関し，一定の情報処理技術試験の合格者
等については実務経験等を問うことなく，在留資格「技術」の上陸許可基準に適合するこ
ととする措置を採ったところである。



外国人入国者数の推移

3,926,347

5,771,975

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 
年

人

4



永住許可件数等の推移
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外国人登録者数の推移
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就労を目的とする在留資格別外国人登録者数の推移
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就労を目的とする在留資格別新規入国者数の推移
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